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「研究開発内容」のうち、

本事業との整合部分   

－ 

推進方策 － 

 

(2) イノベーション 25（社会還元加速プロジェクト）との関係（該当部分）：該当なし 

 

(3)革新的技術戦略との関係（該当部分）：該当なし 

 

(4)科学技術外交との関係（該当部分）：該当なし 

 

(5)事業の内容（新規・一部新規・継続） 

社会的要請の強い諸課題に関する必須もしくは先駆的な研究を支援して、当該課題を解決

するための新たな科学的基盤を得ることを目的としており、新たな感染症の発生など極めて

緊急性が高く、社会的要請の強い諸問題について研究を行う。また、各事業の一般公募型の

研究課題になじみにくく、社会的要請の高い研究課題について研究を実施する場合がある。

 

(6)平成21年度における主たる変更点：特になし 

 

(7)他府省及び厚生労働省内での関連事業との役割分担 

基本的に本研究事業においては、緊急性が高く、他の研究事業では実施していない研究を

推進することとしている。当該課題については、各部局の関連事業所管課が提案し、大臣官

房厚生科学課において、ヒアリング及び事前評価委員会の評価結果を踏まえ選定している。

各事業内容を精査した後は、効率的な運用の観点から、所管課において研究事業に係る補助

金執行及び研究進捗管理等を行っている。 

 

(8)予算額（単位：百万円） 

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１（概算要求）

３０３ ３３２ ３６４ ４１７ 未定

 

(9)19 年度に終了した研究課題で得られた成果 

本研究事業は、国民の健康生活を脅かす突発的な問題や社会的要請の強い諸課題につい

て、緊急に行政による効果的な施策が必要な場合、先駆的な研究を支援し、当該課題を解決

するための新たな科学的基盤を得ることを目的としており、短期間でその成果が集約され、

行政施策に活用されることが求められている。 

平成１９年度には、インフルエンザ様疾患患者に対するタミフル投与と異常行動との関連

についての研究や、フィブリノゲン納入医療機関における投与記録保存の実態についての研

究など、緊急性の高い研究が実施され、行政施策の立案に当たり活用されている。 

 

２．評価結果 

(1)研究事業の必要性 

本研究事業は、国民の健康・安全に係る緊急性のある行政課題について、迅速、かつ、科

学的に対応することができるため、社会のニーズへ適合していることに加え、政策・施策の

企画立案・実施上極めて必要性が高い。 
 

(2)研究事業の効率性 

本研究事業の特性上、研究期間は１年以内であるが、「厚生労働省の科学研究開発評価に

関する指針」を踏まえ、本研究事業に関する評価指針を策定し、専門家による事前評価を実

施している。また、ヒアリングを実施し、研究の緊急性、目的の妥当性、行政的意義及び関


